
1985080029.tif

1985doc  99.7.8 4:57 PM  ページ 787

ハンガリー経済改革の第3段階

一一労働者自主管理時代の慎重な幕開け一一

はじめに一一第2段階から第3段附へーーマ

I 第2段階以降の政治・経済情勢

rr 第3段階の改称自転策

れわりに ー第3段階のぷ自主と限界一一

はじめに

ー一一第 2段階から第3段階へー

1979年に開始されたハンガリー経済改革の新た

な高揚（改革第2段階）は，その後改革第 1段階

(1968～71年）の積残し諸課題を解決しつつ急激な

展開をとげ， 85年にはついに68年経済改革構想、を

も（むろんこれを内包しつつ〉質的に乗り超える第

3段階に到達した。第2段階と質的に区別される

第3段階のメルクマールを筆者は，かなり広範囲

な固有セクター（中小規模国営企業，および大規模国

営企業の一部）への労働者自主管理システムの全面

的もしくは部分的導入に求めている。企業経営管

理への勤労者の参加を尺度として見た場合，第2

段階までは，その内実に疑問をなげかけうるとは

言え，制度上は労働者統制の段階であったとみな

すことができる。むろん商品・貨幣諸関係（いわ

ゆる市場メカニズム〕に対する計画的規制を内容と

するハンガリー型計画管理方式が，自主管理によ

って否定されるわけではない。それどころか第3

段階は，市場メカニズムの能動的利用をさらに全

面的に開花させようとしている。

第2段階の展開，第3段階への前進は，ハンガ
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平泉公雄

リー経済が，不十分な国際（輸出）競争力を武器に，

第2次オイルショック後のきわめて過酷な世界経

済環境のもとで，第1次オイルショック後に累積

した巨額の対外債務を，ポーランド事件の結果，

当初の予定を上回るテンポで削減しなければな

らなくなった状況のなかで実現された。経済効率

向上テンポの緩慢さ，それゆえの国際競争力の低

迷の下で，経済政策当局は，圏内使用国民所得の圧

縮（投資の大幅削減，生活水準の抑制〉と経済成長テ

ンポの抑制以外に，対外債務削減（対外収支黒字の

実現）の有効な手だてを持たなかった。かくて第

2段階以降の国内経済情勢は，低迷を余儀なくさ

れた。第2段階以降における経済改革のラデイカ

ルな展開は，こうした陰うつな経済状況およびこ

れに規定された政治的緊張度の高まりの克服を，

改革路線の退却によってではなく，まさにこれの

前進によって達成しようとしたものである。

だが1979年以降の低成長，投資削減，生活水準

の頭打ち（一部階層における悪化〉は，改革政策推

進のパネであったと同時に，かなり広範な国民，

さらには政治・経済分野の指導者層の聞にさえ動

揺，懸念，抵抗を生み出した。かくてとくに1980

年代に入って以降，ハンガリーでは経済政策をめ

ぐり種々の激しい論争が展開された。

本稿は，この経済的諸岡難と論争に彩られた改

革第2段階以降の諸過程を概観することを意図し
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ている。具体的には，第2，第3段階をめぐる政

治・経済情勢の推移，経済改革路線をめぐる闘争，

第3段階の肱策内容が，ここで検討される。

ちなみに本稿は，筆者の旧稿「ハンガリー経済

改革10，年のirrf!AJC『アジア経済』第20巻第H｝‘ 1979

年5月）， 「ハンガリー経済改革の新段階」 （『アジ

ア経済』第21巻第7号目前年7月），「ハンガリー経

済改革一一第2段階の現況一一一J（『経済研究J -

橋大学経済研究所第35巻第1号 1984年1月）に続

くものであり，これら既発表論文との内容的震複

を極力避けるつもりである。したがって上記の諸

論稿も併せて読まれたい。

I 第2段階以降の政治・経済情勢

1. 1979年以降の経済運営基本路線とその実絞

1979年以降における経済運営の基本目標は，ハ

ンガリ一社会主義労働者党（MSZMP）第12回大会

(19朗年3月〕での定式化に従えば，（1)対外経済均

衡の回復，（2）生活水準の維持，（羽生活環境の健的

改善の 3本柱によって構成されており（注目，これ

が84年まで追求された。ちなみに1985年以降，と

りわけ第7次5カ年計画（1986～90年〕において

は，経済成長テンポ，生活水準向上の「目に見え

る加速化Jが提記されている他2）。

これらの諸目諜がどの程度実現されたかを，い

くつかのマクロ経済指標を通して見ることにしよ

う（第1表，第2表参照〉。まず対外経済均衡の回復

について見れば，第2表のとおり， 1978年に 602

露フォリントを数えた貿易収支赤字は，その後急

速に縮小し， 83年には黒字に転換した。これはと

くに西側通貨建て取引において顕著であり， 1978

年に 449億フォリントにのぼった収支赤字が82年

には黒字に転じ， 83年には Iレーブノレ建て取引の

28 

収支赤字をも上回る収支黒字を実現し，貿易収支

全体の黒字化に寄与している。中央統計局（KSH)

の年次報告（第1表の出所を参照〕によれば， 1984 

年にはルーブル建て取引では輸入（数量ベース）が

前年なみ，輸出が 7~＼JIil で収支赤字が大幅に縮ノl、

する－－－）j，西側通貨建て取引では，輸入が 1お弱

増，輸出が 5』立増で，貿易黒字が前年に比べ大き

く拡大したとされており，対外均衡の改善はひき

つづき前進しつつある。したがって西側通貨建て

対外累積債務も 1981年以降減少に転じた（第3表

参照〉。

もっとも西側通貨建て取引の収支黒字拡大は，

F＇；レ表示ベースのヂーターから明らかなように，

1980年までは輸出拡大を軸に実現されたが， 81～

83年には，輸出金額の頭打ち状況（輸出数量の増加が

輪出価格。の低下で相殺された〉の下での大幅な輸入削

減に上〉でかろうじて達成されている。事実ハンガ

リーは， 1982年の第1四半期に表面化した対外信

用不安値3）を国際決済銀行（BIS）の緊急融資と西

側銀行の協調融資によってかろうじて回避したあ

と（枝川， 9月から厳しい輸入制限を実施した（注目。

この輸入制限措置自体は1984年に入って漸次解消

されたが〈注U，そのかわりこの年にも為替レート

の連続的切り下げが実施され位打， 1984年末現在

の対USドノレ・レートは 1凡＝50.86フォリント

（対前年同期比12.5も：，の切り下げ〕となっている。

以上のように，たしかに対外経済均衡の回復は

達成されたが，それは強力な輸入制限を伴った。

しかも西側通貨建て輸入の80.H;i:c19田年）は生産

財（食品工業用原料を含まず〉によって占められて

いたから，この輸入制限は，圏内経済活動に対し

厳しい引き締め効果を及ぼした。こうして第1表

に示されるように，国内使用国民所得は1979年以

降ほとんど連年減少し， 84年のそれは， 78年実績
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l ., ．守一ス（100万ドル）｜

(2）輸入（CIF,10億フオリント）
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ハングリト聞の国際収支1)，金・外貨準備・対西側累積債務（期末現イ正〉，

対ドル為替レート（期末現在） " 
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短期資本収支
誤莱脱漏
総合収支（（c）十（d）十（ぃ））
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1
u
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J
H
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F
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（
 
(2) 
(3) 
(4) 
(5) 
(6) 
(7) 
(8) 
(9) 

械の老朽化，輸入制限による部品不足（注引，農業

用資材価格の大幅な上昇等，厳しい経営環境を念

頭におくとき，かなりダイナミックな発展を維持

を実質ベースで10.3t＇.；；：も下回った。国内使用国民

すべて蓄積（とくに投資〉

に向けられた。投資量（実質ベース）は1980年以後

毎年大幅に減少し， 83年のそれは78年実績の85.9

これは，建設実績の低下（対

所得圧縮のしわ寄せは，

以上全体として，対外均衡の回復，民業生産の

順調な発肢を除き， 1979年以降の経済実積は不調

の一語につきるが，世界統済環境の悪化を織り込

んだはずの低い計画諸目標さえ実現できなかった

ことの根本原因は，ハンガリー製品の国際競争力

がこの聞にほとんど強化されなかったことに求め

られる。それは，輸出価格および交易条件の低迷

トこもっともよく表現されてし、る。第4表からIYJ,, 

かなように，輸出価格〔外貨ベース）が一見比較的

順調に推移したルーブル建て取引では，輸入価格

の一層急速な上昇のため， 1983年現在の交易条件

は対1978年比で12ttfも下落しているし，交易条件

るだろう。しfこと

みにすぎなかった。

1978年比5.3,".,j:減）にも反快されている。

個人消費は，人口が1982年以降漸減しつつある

ことを考慮するならば，緩慢ながら土井したとい

しかし1979年以降絶え間なく続く消費者物

価上昇の下で， 79～8:-3年間に実質賃金水準（国営

セケター）は 6i,¥"j:も低I"L' 

える。

｜長｜民生活の窮之感はむ

しろ高まった〈注8）。

第 l表に掲示したその他の諸指傑のうち，生産

l司民所得，工業総生産は計画日標を実現できず，か

ろうじて農業総生産のみが目標に到達している。

農業生産の成長テンポは，投資削減による農業機
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交

（

（

の点でかろうじて1978年水準を維持した西側通貨

建て取引では， ドル・ベース輸出価格が1981年以

降急激な低下を見せている。つまり商側通貨建て

取引の交易条件維持は，輸入削減下の選別輸入強

化に助けられたものにすぎず，輸出競争力の強化

を示すものでは断じてない。

もちろん1979年以降，国民経済エネノレギー使用

量，資源・エネノレギーの単位生産当り使用量は，

ハンガリーにおいても減少したし，その他コスト

削減，品質向上など効率改善の成果はそれなりに

あがった位10）。だがそれは，国際比較においては

あまりに不十分であり， NICs諸国が拾頭しつつ

ある世界市場における競争力向上には結び、つかな

かったのである（削1¥

2. 1979年以降における経済改革路線の展開と

それをめぐる闘争

すでに旧稿位12〕で明らかなように， 1980年3月

に開催されたハンガリ一社会主義労働者党第12回

大会は，経済改革路線に関し，次回大会までの 5

年間における経済改革路線の推進を確認し，それ

を支える党レベルの人的組織態勢を構築した。そ

して改革の方向どして，経済規制諸手段の改葬だ

けでは改革目的の達成にとって不十分であること

を確認し，これに加え，（1）企業の自主性強化と中

ハンガリー経済改革のU¥3段階

1982 1983 

107.9 
101.2 
129.2 
115.0 
116.8 

95.6 
90.4 
101.5 

113.7 
106.4 
135.9 
121.3 
105.7 

93.1 
88.1 
99.。

央管理（オペレーショナルなそれを含む〕の同時強化，

(2）プランユング・システムの一層の改善. (3）経済

管理組織機構と企業内管理組織の近代化，（4）企業

経営者の活性化と企業家精神の高揚，（5）上・下級

企業内管理者の権限強化，など経済管理システム

を構成する全ての要素の同時的改善を提起した。

一方｜司大会では，勤労者の経営参加形態としての

工場民主主義に以前ほどの関心が向げられなかっ

たことがひとつの特徴であり，総じて第12回党大

会時点での改革思想、は，経営者優位主義によって

支配されていた。

第四回党大会決定に従い，大会後，経済管理機

構の各レベルにおける組織機構改革が，管理方式

と企業形態の両面において矢継早に実施された

借 13）。それは1981～83年にひとつの波を形成し，

この間に，（1）中央経済管理機構の再編（単一の工

業省創設，建設・都市開発省の内部機構改革，労働省

の国家賃余・労働庁への再編成，閣僚評議会直属の経

済委員会設置）， (2）企業経営監督方式の近代化〔企

業監督委員会の再編強化，企業長公募制の導入）， (3）企

業内経営機構改革（大規模金業における経営評議会の

再編強化）， (4）企業体制の再編成（一部経営不振トラ

ストの解体，大規模企業・トラストの一部事業所の独立

企業化〕，（5）多様な小規模企業・経営形態の創設，

3 I 
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社会的所有企業の一部セクションへの経常個人請

負制の導入，等が実現された。

だが経済改革，さらに全般的な経済発展戦略の

方向をめぐノては， J.;l'C,の経済諸施策（／）実施と並

行し，激しい論争が党内外で展開された。党内論

争については， 1983年4月のMSZMP中央委総会

において経済改革推進派が勝利する形でー応決着

し位14入 l年後の84"ド4月中央委総会では改革フ。

ログラムの骨子が決定された。しかし，1983年4月

の中央委総会では， 81～83年に実施された諸措置

の妥当性をも争点としつつ白熱した論争が展開さ

れたど言われる。総会直後の『ネーヅサパッチャ

ーグ』紙（党機関紙）に掲載された無署名論文によ

れば，当総会では， ・)jで経済管理の何集権化，

他方で経済運営からの国家の全面的撤退を要求す

る二つの極論が提起されたが，いずれも退けられ，

最終的には改革推進の線で全体的コンセンサスが

形成されたと総括されている。しかし同論文は，

再集権化論狩たちが，過去数年間に採られた諸

措置の社会主義的性格について疑問を表明したこ

とも紹介している。すなわち当総会での論争は，

単なる経済政策論争に.Ilニまらず，イデオロギー論

争の性格をもおびてし、た。

まさにそれゆえに，同総会における経済改革推

進派の勝利は「一応の勝手lj」にすぎなかったので

あり，総会後，党の各級レベルにおし、て公然，非

公然の抵抗が強まるにいたった。それは党規律違

反で統制処分を受けた党員数がこの聞に激増した

点に如実に示されてし、る。すなわ九、15総会の2年

後（1985~・ 3 月）に開催主れた第 l,l!!1J党大会への

MSZM P中央統制委員会報告によれば（注15),

第12回党大会以後の5年聞に実に2万8739名（総

党員数の3.4~·：すもの党員が統制処分を受けたとさ

れているのである。従来の党大会では，党規律違

32 

反による処分はほとんど存恥しないと報告される

のが常であったから位16），今回の処分者数の多さ

は異常な現象と言わなければならない。党中央委

員会報告もまた「当報告期間r:pに，党の岡結は，

以前に比べより大きな試練にさちされたJ（注17）と

述べているc 大会代議員に配布された予備報告

(/t:18）によれば，前大会以来4万4418名が除名，除

籍，自発的離党により覚の隊事I］から離れたとされ

ており，そのうち除名が7639名，除籍が 1万7591

名，離党が 1万9188名であった。つまり既述の統

制処分者のうち除名・除籍の2万5230名（処分t・の

88,'i〕は党から追放されたわけである。処分者の

なかには，社会主義財産の侵害を理由とする者が

5000名以上，職権乱用による資産入手を原因とす

る者が1057名，職務規律の弛械による者が約500。
名，反道徳的な私生活態度による者が約5000名い

ると報告されており，これら腐敗行為による処分

が過半を占めるが，これを除外しでも約1万2000

～1万3000名の党員が思想的・政治的もしくは組

織的理由によって処分されたことになる。自発的

離党者のほとんども，向上の理由によると考えら

れるから，両者を合わせれば：1万名以上が，思想

的・政治的対立を原因として党から排除される

か，もしくは離脱したと考えてよいだろう。

この聞の路線闘争の激しさは，以下に引用する

中央統制委員会報告からもうかがえる。すなわち，

「一部の党員は，懸念を表明しつつ，異なる意見，

見解を述べた。しばしば彼らは，社会主義について従

来百われていた説明と斉合しないことを理由に，社会

び〉発展過程で生じた本質的諸変化に対する〔新しし、〕

解釈を受け入れなかった（もしくは部分的にしか受け

入れなかった一一引用者）。・・ 党決定の未遂行，党

から委託された諸任務に対する怠慢を理由として2000

名以上の党員が処分された。前期に比べ，この分野で

の処分数は増加しているが，明らかにこの数字はャま

だ現実を十分反映しているとは言えない。諸決定の実
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践雨には顕著な規律弛緩が見られるJ（注1紡

というのである。間報告はまた，党規律の弛緩現

象について，

「民主集中制原則の実践面での歪曲は，関係、諸機関

が，一連のケースにおいて，具体的措置を講ずること

を回避したり，その実施まひきのばそうとする点に表

われているJ，「党員のなかには，討論の自由を誤って

解釈し，集団的意思決定が下されたあとまで，行動の

かわりに，論争を公然と続け異なる意見を表明しつづ

けるという覚的でない態度を示す者がいた」

等と指摘している。

先に言及したように，路線をめぐる論争の過程

では，改革路線を批判する人びとの側から，改革

政策の社会主義的性格に関し疑問が提起された

が，その際の最大の攻撃目標とされたのは，私的

経営を含む小規模経営の育成政策であったと言わ

れる俗的。しかし問題は，単なる個別的施策の理

念的位置づけだけにあったのではなかった。むし

ろそれをも含め社会主義像自体に関する理解に原

因があったことが先の引用からもうかがわれる

（注21)

経済改革をめぐる論争は，党外においても学術

論争の形をとって活発に行なわれた。この過程で

は積々の論者から多様な改革構想、が提起された

が，さしあたりここで重要なことは，激しい党内

闘争を反映し，学術論争のなかにもしばしばイデ

オロギー・政治論争が持ち込まれたことである。

たとえば， 1968年以降の改革過程に対する批判か

ら出発し「第2経済改革J（注22)c市場メカニズムの
大胆な拡大，企業的所有の確立，労働者自主管理の導

入〉を提唱したパウエル・タマーシュに対しては，

「この間1968年経済管理システムを検討する多く

の論文が発表されているが，そのなかには，少な

くとも過去10～15年間に見られたような安定した

イデオロギー的・科学的雰囲気とは異なる，尖鋭

ハンガリー経済改革の第3段階

で，学問的・世界観的・政治的性急性を示す見解

も現れている。さらにそのなかには， 『第2経済

改革』をささやきかけ，社会主義的計画経済の危

機を口にするような意見も見受けられるj位 23),

という攻撃があらわれた。また巨大企業経営者層

の反改革的性格・行動を考察・批判したヘグデ、ユ

ーシュ・アンドラーシュ（注24）に対しては，「『経済

評論』 1984年 1月号に掲載されたヘゲデューシ3

・アンドラーシュの『巨大企業と社会主義』は，

“巨大企業対小企業”の問題をこえた，多くの問題

点を含んでいる。それは一見専門的・学問的姿を

装って発表されているが，その実，断じて専門的

文章なrと言えるものではなく，徹頭徹尾政治的
文章であるj位 25〕，という攻撃が加えられた。

以上のような党内外の論争に彩られつつも党の

主流は，続済改革路線を堅持し， 1984年4月の中

央委総会では，改革政策の具体化にこぎつけた。

当総会の決定は，珍しくその全文が党理論誌『社

会評論』 （Tdrsadalmi Szemle）に発表されたが

位 26），そこで表明された，1985年以降漸次実施に移

される予定の改革プログラムは， 1984年までに実

施された改革諸措置を質的に超越する画期的内容

を有していた。その核心は，かなり広範な国営企

業に（企業評議会，もしくは勤労者総会と瓦i謝旨導部を

通じる〉全面的もしくは部分的な労働者自主管理

制度を導入すること，およびこれらの企業につい

ては，経済管理国家機関に対する経営上の従属関

係を原則的に廃止することにあった。大規模国常

企業においては，ひきつづき国家行政機関への経

営活動上の従属的関係が維持されたが，ここにお

いてはすでに1982年から，企業監督委員会制度を

通じ，部門別大臣に対する企業長の人的従属関係

が相当稀薄化しているし，経営評議会の権限強化

により企業長単独責任制もかなり形骸イじされてい

33 
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る。したがって行政機関と企業のヒヱヲルヒー問

係、および企業l.$： 単独責任制は， L~営企業全体会

通じ，少なくとも制度ι消滅も Lくは稀薄化さ
れたと合えよう。このこどは，節目ii:iJ党大会決定

のなかに残されてし、た瞬昧さ，つ京り企業の11:.v: 
性拡大と（寸ペレーショナルなそれをも合む）中央管

理を同時に強化するというか針が，事実上企業自

¥'cl主強化の方向に一本化されたこ k，および，岡

大会の特徴であ，〉た経営者優位‘主義が，向

型企業においては労働者優位主義におきかえられ

たことを意味する。おなみに当総会決定では‘中

央管理の改持を表現すゐ用紙は，多くの場合，「強

化Jから「効率化lにおきかわ， pている。

1984年 4月の中央委総会決定は，経済規制シス

テムにつL、て基本的に，従来から強調されてきた

改革理念にff},〉た諸原則を確認、したに止まるが，

その後実際に公布された新経済規制システムは‘

従来のそれにくらべかなり抜本的な変更を含んで

し、た。

1984年4月中央委総会決定は，新経済規制シス

テムも含め，この年の10月末から11月j：旬にかけ

集中的に；公制化された〔1985年1月1l::iから施行）。

かくて経済改革は1985年以降新たな段階「第3段

階Jに入ることが確定された。

1985年 3月， MSヌMP第13回党大会が開催さ

れたの当大会の決定は，経済管理メカニズムの今

後につし、て以下のように定めている。

「経済管理のー・！憾の発l爽，つまり計画化ン’ステム，

経済規制lシステム，組織機構シスチムの近代化告と通

じ、中央国家管理の改字予， ft.:業の自：守川；・責任・事者議

能力の向上，企業家的行動様式の展開を実現しなけれ

ばならなヤ。新しいft.:業指導諸形態に上り企業管理へ

の勤労者の参加を｝持層高めなければならなL、」 (ll:27）。

こうして， 1980年の第12回党大会で承認された

改革路線とそれ以後実施された諸措置の正当性が

34 

改めて確認された。さらに，

「国営企業および協同組合の主将的役割を保証しつ

／入今iをとも，社会一｝《義経済システムに適応し企業の
成果向上，同氏に対する供給向上に寄与するような刷

業的・同I］次的経済活動会ひきつづき支持する｜

と述べ，小規模縦営育成政策にも欣認を与えた。

第1an~1党大会で、は，ハンガリーの経済改革舎と

りまく社会主義諸問問の国際的政治環境がきわめ

て有利にな－－， も指摘された。たとえばハパンJ

・ブェレン、ソ経済tfi

u、る（ii々：28〕。

，次のように連ベて

「経済成長をめぐる内外諸条約二が根本的に変化し，

集約的発股〔の要請〕が自ljj何に押し出されるなかで，

jt[l,の社会じ義諸国においても経済メカニズムの発阪が

l: l般にのぼるにし、たったのこうした認識は，コメコン

/:¥'llt司会議 (1984｛ド6月｜羽俄のいわゆる 1コメコン・サ

ミットj～ 引用者〕の特徴であったばかりでなく，

われわれ相互のll¥Jで係国の悩み安上り上く理解できる

ようになりつつある点、にも，j-::されている。各l瓜が変化
の必要性をともに底視し，件｜母の事情・民族的特殊性

と社会主義的共通利害にともに応える国民経済計岡

化，経済的手段休系， ll十剛調整，発想法の発i践に努め

ることは， JビしL、発展方向のよりすみやかな発見を各

l司共同の努力によって実現するうえで保障となりうる

だろうム

この楽観的機f誌は，彼の 3人前に発言したロマ

ノブ・ゾ連共産党代表団長の言葉（び符〕ども符合し

ている。ロマノフは，

「持さん方の大会は，皆さん方の諸成果が，ハンガ

リー社会主義の強化、貴闘の経済的・社会的発展の加

速化，巨大でしばしば決して単純でない諸課題の巧み

な解決に対し新たな勢かを与えるものであることを深

く般信させるものである」

と述べ，ハンガリーの経済改本路線に対し賛意を

表明するとともに，ソ連自身の課題として，

「ソ連共産党は，国民経済にひそむあらゆる予備力

を動員することが必要と考えており，それゆえに，日々

の，あるいは長期的な諸課題を現実的立場から決定す

ることがいかに重要であるかを強調している。潜在的



1985080037.tif

1985doc  99.7.8 4:57 PM  ページ 795

ハ／ Jiリ 経済改J'／ιU＞第 3l立附

と指摘しているのである。

こうして第13同党大会において経済改革派はか

なり安定した支配権を確立したと判断できるが，

それは，過去数年間の尖鋭な党内闘争を反映し，

党指導部構成の大幅な変化を伴った。第 1図Ll:,

カーダーノレ体制成立後の各党大会における被選出

中央委員のその後の変化（次回以降大会での再選と

消滅）を示したものである。これによれば，今大会

選出の中央委員総数は， 1957年以降はじめて対話i

大会比で減少（22名減〉し， 105名となった。その

原岡は，新規補充者数が減少した（ 7名減）ことも

あるが，最大の理由は，前大会選出中央委員のう

l》、ち実に52名（前大会中央委員総数の40.%＼）もが，

この消滅者数・率は回消滅したところにあった。

そのー・部は世代

交代によって説明されるかもしれないのしかしそ

れが本質的理由でないことは，最も老齢化の進ん

でいるはずの1957年以来継続選出の現役中央委員

数・継続選出率がかなり大きし、ことからも証明

これは，1957年以降最大である。
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したがっゅて今大会における中央委員構成

の大幅異動は，主として路線闘争によるものであ

り，逆にこのことはこの間の党内闘争がきわめて

尖鋭なものであったことを物語っている。

党指導部の再編成は政治局の構成にも及んだ。

今大会選出の政治局メンバー（総数13名）は前大会

さオもる。

ベンケ・ヴ r

グロース・カーロイ，ハーモリ・チ

ャパ，サボー・イシュトパーンが加わった。政治

局を離れた 3名は今回中央委員に選出されている

メーへシュ・ラョ

とくらべ3名の入れ替えを伴った。

コロム・ミハーイ，レーリア，

シュが離れ，

キ消滅者とは，前回大会での選出中央委員のうち，そ
の次の大会で消滅した者行
（「Ji所） A szocializmus utjdn〔社会主義の途上にお
いて〕，ブゲペシュト， Akad品miaiKiad6 1982年，

t掲載の資料にもとづき作成（本図の作成には，アジ
ア経済研究所統計部平泉秀樹氏の全面的援助を得
た〕。
Ct主〕 第13凶大会の新規選出rjl央委員30名のうち 11'1
(Brutyo Janos）は， 1957～65年間中央委員であった

が， 65年に中央統制委員になったため， 65～85年の
問中央委員を離れていた。したがって彼は， 19574'-
選出中央委主i中， 62年の「次凶大会での消滅者数J
8名のなかに含まれている。

が，コロム，

前大会で政治局に参加したばかりであり，今回の

離脱は，路線闘争と無関係ではないように思われ

る。一方新たに加わったグロース（ブダペシュト市

メーへシュはまだ58歳であるうえに

3ラ

：余力は巨大であるのここには，経済メカニズムの一層

の近代化，より高い生産水準を目的とする企業の法的

権限・自立性・責任の拡大，生産管理と労働に応じた

分配原則のより首尾一貫した実現への勤労者のより幅

広い参加，等も含まれる」（傍点は引用者〉
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党委員会第1書記〕，ハーモリ（共康：主義青年同盟第1

i誌記）は若い世代を代表し，サボー（生康協同組合

は，経済改革が最も成功し，その

なかで飛躍的な発展を実現した農業部門a:代表す
る中心人物である。つまり新しい政治局は，世代

交代と改革派の陣営強化を同時に実現したと

る（桜30）。

en‘l ) A Magyar Szocialista Munkdspdrt XII. 
kongresszusdnak jegyz品konyve,1980. mdrcius 24-27 

〔ハンガりー U.会主義労働者党第12llil大会議事録，

1980｛ド3Jl 24～2711〕，ブダベシュト， KossuthKon桐

yvkiad6, 1980fp, 474, 482ページ。

(i±:2）“A Magyar Szocialista Munkaspart XIII. 

kongresszusanak hatarozata”〔ハンガリ一社会主義労

働者党第13liil大会の決定〕， Nepszabadsdg,1985年3

月30日，千j；録 7,10ページ。

〔l't3) ハンガリーの対外信用不安は， 1982年第 1

間半期］に炎面化した。ポーランド危機，ポーランド・

ノレーマ ι7・の債務不履行化を受ft' A 部の何似u銀行

（スイス，ノレグセンブ1レグ〕と中東底油関（とくにリ

ビア〕系銀行が鋭期預金の引き揚げに走ったのがその

原内であった。ハンガリーの国際収支と対外僚務の披

移は，当~ 3 J長(IMF統計〉に見ることができるが，

欣機発生時点における金・外貨準備は 5億7伺O万トル

（うち， .;i), ift j簡は 1億1000万ドル）にすXとよかった。

(rt 4) lニr況の対外信用危機が発生した目立後の1982

ff'. 5月4日，ティマール・マーチャーシュ・ハンガリ

国1'L銀行総裁は，ゴードン・リチャードソン・イン

グ7ンド銀行頭取の招待でイギリスを訪問し，同銀行

およが民間商業銀行の指導者たちと会談した。訪英の

目的は，『ネープサパッチャーグ』 1982年5Jl 5日付

では「ハンガリー・イギリス問の金融・銀行関係およ

び国際通貨・倍用問題について討議するjにあると報

道されたが，これが， pi;j側金融界にあfする対ハンガリ

ー救済融資の要請を窓味［たことは明白である。

凶側銀行による救済融資は， BI Sの先導で進めら

れ， 1982年1.j1に計3回， 合計5億1000万ドルのBI S緊

急つなぎ融資が供与された。っし、で IM Fがハンガリ

ーの IMF加盟をl正式最認（5刀5日） L, 12Jl 8日

には5億9620Ji~1， の対ハンガリー融資を決定した。さ

らにこれらに連動する形で，民間銀行による協調融資

36 

が幣備され， 1982年8月9日に，日米欧12民間銀行（米

関マエュ 77クチャラーズ・ハノーパー・トラスト銀

行が幹事行〉との問で2億6加O万ドルの融資契約が調印

された（『日本経済新聞』 1982年8月9A, 11月28日，

12月9日〉。

西側金融界によるこの数済崩動は，多くの点で異例

であった。なぜなら，！日債務不履行が発生する以前に，

社会主義闘に対し，資金援助した， 12）社会主義閣の金

融危機に対しBI Sが緊急融資した，（3)1981年12Jlの

ポーランド戒厳令実施以降，社会主義闘に対し民間協

調融資が組織されたケースとして，これが殻初だった

からであり，また（4）金融危機のさなかにIM F加！日lが

認められ，（5）また民間協調倣資の幹事行合アメリカの

銀行がつとめたことにも示されているように，アメリ

カがハンガリーに対し特別好意的な対応会示した（同

時期にポーランドも IMF加却な申請したが，これは，

アメリカの反対で実現しなかった〕からである。

内側金融界による救済活動は， 1983年にも続けられ

た。すなわち1983年4月にドイツ銀行宏幹事行とする

2億ドルの協調融資が，また 8月には世銀と民間銀行に

よる協調融資とこれに連動した民IBJ協調融資（世銀分

を合め総額6億2320万ル）が実現した。ちなみに世銀

と民間銀行の協調融資は，これが最初のケースであっ

た（「1983～84年のハンガリー経済」〔『ソ連東欧貿易調

査月報』ゾ連東欧貿易会 1984年5月号〕 29～30ベ

ジ〕。 ちなみに他のソ連・東欧諸国に対する西側融資

が杯開されたのは1984年に人って以降のことである。

Ci主5〕 「外貨危機，東欧全体に広がるJ（『日本総

済新聞』 1982年10月30日）。

（白日6) 「最近のハンガリー緩済の動向」（『ソ連東

欧綴済速報』ソ連東欧貿易会 No.633 1984年11月25

日〕 6ベージ。

（注7〕 とくに1984年6月初日に 1ドル＝46.38フォ

リントから 49.057ォリ γ トへ大幅な切り下げが実施

された。

Cl主8) 第13回党大会でも生活関窮者の発生が指摘

されているが，ボコノレ・アーグネシュ社会学研究所所

長によれば，その数は， 140万人（全人口は1070万人〕

に速するとされる （ETUQuarterly Economic Re・ 

vie回 ofHungary，第3号， 1984年7月19日， 6ベ

ージ）。

（注9) 農業用機械の40広がすでに老朽化L，たえ

ず部品を補給しなければ稼働できない状況になってい
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t.: （向上誌第3号 1983＇＜ド 7月14ll 12ベージ）。

C 1110) 物的生産部門における1984年のエネノレギー

総使用量は1980年にくらべ 4.3t~＞， 単位生産当りのエ

ネノレギー使用最は12.Sf，.；：，各々 減少し，ヱ業生産コス

トに占める物材コスト比率も， 1980～84年間に73.5

i'::i:から 71.3t'::i:へ2.2ポイント低下した（“A Magyar 

Szocialista Munkaspart K6zponti Bizot飽aganak

el6zetes jelentese a XIII. kongresszus k臼ld6社：einek＇’

〔ハンガリ一社会主義労働者党中央委員会の第13回党

大会代議員への予備報告〕， Nepszabadsdg,1985年3

Jl 23日，付録25ベージ）。

（注11) 両側先進諸国市場における NICs諸国の追

い上げ，コメコン諸国の地位低下については，今日で

は東側学者の間でも重大な危機感をもって語られるよ

うになっているが（佐藤経明「欧州復権へ東西協調模

索J〔『日本経済新聞』 1984年11月19日〕〕，ハンガリ

ーではこの点の指摘が早くからなされていた。たとえ

ば対外経済研究家として有名なカ…グーノレ・ベーラ

(Kadar Bela）は， 『対外経済』 （Kulgazdasdg）誌，

1982年6月号掲載の論文のなかで， 「東西貿易（取引

抜〉に見られる変動を市場の無政府伎やOECD諸国に

よる差別措置によって説明することは不可能である。

なぜなら（中略）極東の発展途上4カ国（韓国，台湾，

香港， シンガボーノレ）に対しては，すでに1970年代後

半以来，コメコン諸国に対するよりも強力な輸入差別

が存在し，その数も急激に増大しつつあったにもかか

わらず，これら諸国のOECD諸国向け輸出は，コメコ

ン諸国のそれよりもはるかに均一的かつ急激に鉱大し

たからである」と述べている。

（注12) 平泉公雄「ハンガリー終済改革の新段階」

（『アジア経済』第21巻第7号 1980年7月〉を参照。

（注13〕 平泉公雄「ハンガリー経済改革一一第2段

階の現況一一」（『経済研究』一橋大学経済研究所 第

35巻第 1号 1984年1月〉を参照。なお，小規模経営

形態の政策意図，実態については，門脇延行「ハンガ

リーにおける新 L＇、小規模経営について」（ 1), (2）（『彦

根論叢』〔滋賀大学〕第225号，第226号， 1984年3月，

6月〉を見よ。

（注14) 平泉「ハンガリー経済改:4'i－第2段階の
…」を参照。

（注15）“A Magyar Szocialista Munkaspart 

K6zponti Ellen6rz6 Bizottsaganak jelentおea XIII. 

kongresszusnak”〔ハンガリ一社会主義労働者党中央

ハンガリー絞済改市ーの第3段階

統制l委員会の第13回党大会への報告〕，Nepszabadsdg,

1985年3月25日， 8ベージ。

(i:t.16）たとえば前掲 A Magyar Szocialista 

Munkdspdrt XII. kongresszusd河ak・…－〔ハンガリ一

社会主義労働者党第12回大会議事録， 1980年3月24～

27日〕， 137ベージ。

（注17）“A Magyar Szocialista Munkaspart 

K6zponti Bizottsaganak beszamol6ja a XII. kon-

gresszus hatarozatainak v品店rehajtasar61, a part 

feladatair61”〔ハンガリ一社会主義労働者党中央委員

会報傍，第四回党大会の遂行および党の諸課題につい

て〕， N砂szabadsdg,1985年3月25LJ, 7ページ。

（注18) 前掲“AMagyar Szocialista Munkaspart 

KGzponti Bizottsaganak・・・・・・”〔ハンガリ一社会主義労

働者党中央委員会の第13回党大会代議員への予備報
&, 
仁OJ。
（注19) 前提“AMagyar Szocialista Munkaspart 

k品，zpontiEllenorz6 Bizottsaganak, ..一”〔ハンガリ一

社会主義労働者党中央統制委員会の第13回党大会への

報告〕。

C il:20) 平泉「ハンガリー経済改革一一一第2段階の

.... J。

（注21) この間の党内論争においては経済改革と社

会主義理念の関係が絶えず問題にされたようである。

こうした問題の所在，およびそれに関する改革派の人

びとの見解は，以下に紹介するいくつかの引用からも

明らかである。

「これまでの論争過程でしばしば，経済改革と社会

主主義の造基本的価値体系がいかに関渡しあい， また作用

しあうのかという問題が提起されている。むろん私

は，落本的価値体系の護持を決定的条例と考える人び

とに賛成である。しかしそれと同時に，ある特定社会

の， 目的，努力，プライオリティ等に表現される価値

体系が経済的可能性と経済的現実から切り離しては把

えられないことも指摘したい」（BognarJ6zsef，“A 

gazdasagi reform szerepe a szocialista tarsadalom 

fejl6deseben”〔社会主義社会の発展における経済改革

の役割l〕， TarsadalmiSzemle〔社会評論〕， 1983年2

月， 59ベージ〉。

「本質上すべてのイデオロギ一体系が，その内部に

すでに古臭くなった諸要素を含んでおり，一定の時間

的経過の後，自己の機能的役割を忘れ，古臭くなった

諸要素を絶対化することによって新しい諸要素を妨げ

37 



1985080040.tif

1985doc  99.7.8 4:57 PM  ページ 798

』うと試みたものであるJ (Kulcsar Kalman，“Gaz-

dasagi reform: tarsadalmi o時zefi.iggesek”〔経済改耳目

一一社会的諮関連一一J,Tarsadalmi Szemle, 1983 

年 2月， 67べ－ ＂＇）。

「もっともひんぱんかっ一般的に提起される疑問，

それは，改午過f'E『が，商品m符諸関係もしくは市場的
諸作用により幅広い領域を与えることによって，社

会主義の原 lllJ から ~Ii'見する ωではないかということ

だ。たしかに，かつてム同日〆／ニ／Jh象的な社会主義隊に

くらべれば，われわれは後λほし Jふこと，rえる。しかし，

J見ιだの状況にくらべれば， 1968｛ドに廿よ，今llにせよ，

われわれは後退していなかったし．後退しないだろ

う。なぜなら，完全な成物主義的中央管樫なるものは

一度として実現したためしがないからだ」（Nyers

Rezs凸，“Gazdasagireform es szocialista nemzettudat” 

C経済改市ーと社会主義的民族意識〕， Kozgazdasdgi 

Szemle〔経済評論〕， 1984年7～8月， 813ページ）。

（注22) Bauer Tamas，“A masodik gazdasagi 

reform es tulajdonviszonyok”〔第2綴済改革と所有

訴関係〕， Mozg6 Vildg C変動・Jゐ刊7界王 1982年10

月。

（注23) Andics Jeno，“A politika品sa gazdasag 

kozotti kolcsonhatasok a 80-as evek elejen”〔80年

代初頭における政治と経済の相互作用〕， Val6sdg〔現

実〕， 1983年7月， 1ベージ。

（注24) Hegedus Andras，“A nagyvallalatok es a 

szocializmus”〔巨大企業と社会主義〕， K品zgazdasdgi

Szemle, 1984年 1月。なお，この論文をきっかけとし

て， K品zgazdasdgiSzemle ＂・志ヒで「巨大企業論争 J

が展開された。

（注25〕 Apr6立va，“Kollektiv felel凸s句 va宮y

kollektiv bunbak？”〔集団的責任か，それとも集団的

寛罪か〕， KozgazdasdgiSzemle, 1984年5月， 594ベ

ーシ。

（注26〕“A Magyar Szocialista Munkaspart 

Kozponti Bizottsaganak 1984. aprilis 17-i allasfogl-

alasa a gazdasagiranyitasi rendszer tovabbfejleszt，品－

senek feladatair61”〔経済管照システムの一層の発展

に関するハンガリ一社会主義労働者党中央委員会1984

年4月17日総会の見解〕， TdrsadalmiSzemle, 1984 

年5月， 3～14ページ。

（注27) 前掲“A Magyar Szocialista .Munkaspart 

XIII.…・ー”〔ハンガリ一社会主義労働者党第13回大会

38 

ブ）iJと犯し

( l'l:28) Havasi Ferenc，“Az egyensulyt hiztosit6, 

制 nkebbfejlodest, intenziv m6dszerekkel”〔集約的

諸方法によって均衡あるより急速な発展を〕， Nepsz-

ahadsdg, 1985年3月27日， 6べーン。

（注29〕 Romanov,Grigorij，“A szocialista kozo-

sseg ereje a vilagbeke lefobb biztositeka”〔社会主

義共同体の力I.J:，世界平和の最大の保証〕， Nepsza・

hadsdg, 1985年3月271::l, 3ページ。

(I上30) 改革派と反改革派の闘いが，今党大会にお

い、円、かなる決着を見たかに／川、ては， まだ慎重な観

然が必穏である。というのは，経済政策路線における

改革派の明確な勝利にもかかわらず，党最高指導部の

構成につし、ては，反改革派の拾頭を指摘する見方も干f

tEするからである。たとえば，パリで発行されている反

体制派の新聞『文学新聞』 （IrodalmiUjsdg), 1985年

第2号〔6月〉は， 「党大会を終えて」（“Partkongres-

szus utanっと題する記事のなかで次のように述べて

いる。

「過去数カ月来，グロース（Gr6z）が反改革・反動グ

ノレ…プdト局指導者であることが判明している。彼は，

ソicllの話事にしたがって，地Ji7わらブダベシュト党組

織の頂上に引き上げられ，今また政治局に引き入れら

れた。…・党大会を通じ， カーダーノレおよび彼のi直接

の支持者たちは，これら（反改革派の経済政策的要求

一一引用者〕を拒絶したが，政治的・イデオロギー的

側面については，反改革派に譲歩した。－－－党大会で

は，指J環的ポストにおいても反改革派が前進した。グ

口ースのfl・進のほか，ホノレバー卜・イシ L トヴァーン

（前｜付相一一引用者）と一一1956"1乙の『反革命』と題

する符脊を出した一一一ベレヅ・ヤーノシュが党中央委

書記となった。一方アシェーノレ・ジョ Jレンュが党中央

委書記の庖から追われた」。

II 第3段階の改革施策

1. 企業内経営管理システム改革

1984年末までハンガリーの国営企業において

は，いわゆる単独責任制（Ill部門別大臣による企業

長任命，（2）企業経営にかかわる全権限の企業長個人への

集中〉が企業経営の唯一の形態とされてきた。し
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かし1985年以降， i正｜常食業の相当部分にお」、てこ

れが消滅するのすなわち il羽営食；弘法J(1977年第

6サ法律）の改正（注目により，国営'.if::,zは，企業縦

常管理方式の点で三つのカテゴリーに分割される

ことになった。（1）企業評議会によって管理される

食業，（2）企業勤労者－総会もしくは代議民総会によ

ザに官坦されとら企業，（3）企業iえによって管理され

～，， 
{;) （「行政政督f企業J）がそれであるの個々の

いずれのカテゴリーに属するかは，（3）につ

いては公益企業および閣僚評議会によ〆）-c指定さ

れた企業と定められている。一方、（1）と（2）につい

ては，閣僚評議会と労働組合金｜司評議会が共和lL 

て出した指針(IL引によれば，当 設立機関

が，所属産業部門の大原，大蔵大臣，所属産業部門

の労働組合，企業所在地の県党黍員会等の同意の

下に暫定的な見解を示し，それを素案として各企

業内で討議し， 1985年4月30日までに討議結果を

設立機関に送付する。ついで，この企業側の；意見

をふまえ設立機関が最終決定を下すことにな／》て

いる。しかし一般的原則としては，企業評議会方

式は，行政監督下食業の指定を受けなかった大企

業および中企業に，勤労者総会方式は小規模企業

に，おのおの適用されるものどされている。企業

内では，討議の組織主体として労働組合を中心と

する準備委員会（委員数，最大11名〕が設立され，

従来からの工場民主主義の諸フォーラムを通じ議

論が組織される予定である。なお上記の意思決定

過桂では，新方式への移行時期，企業ー形態の変更

（分割，合併）も合せて決定されるが，新体制への

最終移行期限は1986年12月31日と定められた。

ここで企業評議会とは，企業内最高意思決定機

関であり，以下の諸権限をもっo

(1）企業計画（中期・短期〕の決定，（2）企業パラン

ス・シートの承認，（3）企業業務分野の大幅変更，

ハンガリー経済改／＼＇，：の第； 1段附

(4）投資，倍用取り入れ，社債発行，企業内セクシ

ョン・資金・生産手段の譲渡にかかわる重要意思

決定，（5）企業内セクションの独立企業化，子会社

名積艇済連合体への参加等に関する決定，

(6）企業組織・運営規則の決定，（7）労働力雇用に関

する援要意思決定，（8）企業分配可能所得の分配原

則の決定、間企業長の選任，更迭，勤務評価，およ

び企業Jえに対するその他の服用憾の行使，（1防企業

経営管理の勤労者総会方式への再編成，住1）食業の

分割，他企業との合併に関する決定，同その他，

閣僚評議会命令もしくは決定が企業評議会の権限

に合めた諸問閣に関する決定，

以上である。つまり企業評議会は，従来部門別

監督大臣と企業長が有していた権限をほ

挙掻している。したがってこうした企業における

企業長は，今後オペレーショナノレな意思決定権限

しか保持しない。なお勤労者総会方式が適用され

る企業での勤労者総会の権限も，企業評議会のそ

れと基本的に同一である。ただし前者は，企業長

のほか企業経常指導部の選出も行なう。

企業評議会と勤労者総会（もしくは代議員総会7

（｝）基本的違いは，後者が勤労者全員によって，も

しくは勤労者が選出した代議員のみによって構成

されるのに対し，前者は，勤労者によって選出さ

れた委員のほか企業指導部が任命した委員をもそ

の内部に含む点にある。もっとも企業評議会メン

ノ〈ー（50名以下〕の半数以上は，勤労者選出委員で

なけオLばならないとされてお町，ここにおいても

勤労者支配の原則は貫かれている。したがってい

ずれの方式も基本的には労働者自主管現の枠内に

あるのつまり企業評議会方式は部分的自主管理で

あり，勤労者総会方式は全面的自主管理である。

以上のような労働者自主管理型企業管理方式

は， 1968年改革に先立つ構想形成の過程でも議論
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されていない位3）。筆者が， 1985年以降を第3段

階として，これ以前と質的に区別するのは，まさ

にこうした構想上の飛躍に注目するからである。

2. 金融システム改憲

改革第3段階のいまひとつの特徴は，市場メカ

ニズム（官僚的規制の削減，経済活動の営利事業化，

市場的調設機能の能動化）が，金融分野にまで拡大

したことである。

金融改革の第1の柱は，ハンガリ一国立銀行

（中央銀行〉の権限強化，行政からの独立性強化で

ある。 1985年までハンガリ一国立銀行総裁の任命

権は閣僚評議会に脱してu、たが， 85年以降は人民

共和国幹部評議会（立法府〉に移される借り。ハ

ンガリ一国立銀行に対する経営監督権は従来どお

り閣僚評議会が保持しているが，次に見るように

ハンガリ一国立銀行および総裁の権限内容は，閣

僚に準ずるものとなっており，全体として同銀行

の位置づけは，省ランクに高められたと言える。

ハンガリ一国立銀行の権限は，従来は国民経済計

画の枠内で，政府が定めた諸方針の避行に参加す

るとされ，独自の政策決定権限は著しく制約され

ていたが， 1985年以降は，国民経済計岡，国民経

済管理にかかわる準備および意思決定に参加する

機関となった。また通貨最の調節，通貨価値の維

持，各種金融機関に対する規制における独自の裁

量権と責任が明示化されるにいたった位5)0最後

に，国家財政歳入不足の際における中央銀行の対

国庫貸付規模は，今後国会の専決事項となったが，

これもハンガリ一国立銀行の対行政独立化に寄与

するものと言える位6）。

金融改革の第2の柱は，ハンガリ一国立銀行内部

における発券機能（発券部）と融資機能〈融資部〉の

分離である。従来からハンガリ一国立銀行は，中

央銀行としての発券機能のほか，一般国内企業用

40 

の預金口座を有し，これら企業に対する商業銀行

としての融資機能をも担ってきた。この点は，今

後とも当分の間変化しない。しかし今後両機能は

同銀行の枠内で分離され，融資機能は全て融資部

によって果たされることになった。将来この融資

部は，組織的にも自立化し，商業銀行網に再編成

される予定である。またこれまで，ハンガリー国

立銀行を通じる一般企業むけ融資の大部分は，基

本的に営利ベースでなく政策的意思決定にもとづ

いて供与されてきたが，今後は営利ベースが信用

供与の原則とされる。さらに融資部およびその子

会社には，預金の獲得，金融債の発行，一般事業

活動への出資等の経済活動も認められることにな

った（注7)。

金融改革の第3の柱は，多様な金融機関設立の

法的可能性の創出である惜別。従来，金融機関の設

立は閣僚評議会の権限に属していた（貯蓄組合は例

外〉が，今後は大蔵大臣もハンガリ一国立銀行総

裁の同意をえて一般銀行，特殊銀行，保険会社を

設立し得るようになる。さらに既存の金融機関が

その子会社を設立することも今後可能となる。金

融機関の形勝も多様化する。従来のハンガリー国

立銀行，若干の専門銀行，保険会社に加え〈大蔵

大医の承認を必要とはするが〉各経済主体による各種

の特殊金融機関が新設された。また対外資金取引

についても大蔵省が個々の金融機関に対し一般為

替業務を認可することが可能となったが，これ

も金融機関多様化の一環となろう。

金融改革最後の柱は，金融機関以外の一般企業

相互間における商業借用〈各種の手形〉供与の法認

である。ハンガリーでは，1979年末まで一般企業相

互聞における商業的性格の信用供与は30日以内の

支払い楢予を除き，禁止されていた位9)0 198併手

以降この禁止規定は解除されたが，信用供与形式
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は証券形態を伴わない資金供与や代金前渡しに限

定されていた（夜間。しかし今回「国家財務法jの

改正により，商業信用〈一般には「期限っき支払証

書Jという表現さと使用〕にまで， その範聞が拡大さ

れたのである。

以上の金融改革により，信用供与チャンネルは

著しく多様化し，これらチャンネノレ相互聞の競争

関係を生み出す基撫が形成された。これは，金融

領域が他の経済分野と同様，ひとつの市場へと成

しつつあることを示している倣11)0 

3. 緩済規制システムの修正

経済規制システムには， 1968年以降数年ごとに

大幅な変更が加えられてきたが， 85年改正も例外

でない。以下，規制システムの改正内容を紹介し

たいと考えるが，策者の旧諸稿が1980年規制シス

テムまでしか取り上げていないことを考慮し，本

稿では，今問改正の規制システム（1985年実施〉の

みでなく， 1980年代以降に行なわれたすべての諸

改正を合せて検討する。

(1）企業内所得規制方式の変更

1980年施行の企業内所得システムは，税率変更

を除き， 82年まで改正されなかったが，早くも83

年にはシステムの一部に，さらに85年にはシステ

ム全体にわたって大規模な変更（租税システム改革〉

が施された。 1980～82年， 83－例年， 85年以降の

各所得規制方式は，第2-4図のとおりである。

これらによれば， 1983年の改正は，福利原生関係

財棋の新設（福祉・文化フォンド，住宅建設フォンめ

と再編成（課税対象である利潤分配フォンドが，非

課税財源としての最小限粗利潤分配フォンドと課税財

源としての粗利潤分配フォンドへ分化〉に限られて

いたことが判明する。 1983年以前まで勤労者用の

福利厚生財源は利潤分配フォンドに限られ，きわ

めて高率かっ累進的な租税負担の下で確保されて

ハンガリー綴済改革の第3段階

いた。この改正により，企業は租税負拐なしに一

定の福利厚生を実施できるようになったわけであ

る。もっとも，勤労者にとって歓迎すべきこの改

正は，この聞の級済引締め政策の下で企業業績・

財務が悪化し，従来の方式では最小限の利潤分配

フォンドすら形成できなくなる一方，実質賃金の

｛低下で勤労者の生活条件も悪化し，なんらかの改

善策が不可避となっていたことの結果であった。

なおこのどきの改正では，（粗）手ljj関分配フォンド

に対する課税算定方式も変更されている。システ

ム自体の変更とは別に， 1983年改正では，企業の

租税公課負担が著しく引上げられている。社会

保険納付金，市・村税，義務的予備フォンド形成

が引上げられたうえに，生産者差額取引税還付

金の還付率が引下げられた。企業租税公課負担

の引上げは，すでに1980年改正においても見られ

たことであり， m年改正のそれと合せ，企業の分

配可能所得を著しく抑制する効果を有した。これ

は，対外均衡回復，投資・賃金支払い抑制のため

のく価格抑制と並ぶ〉最も重要な手段のひとつであ

った。

19：邸年改正は，多岐にわたるが，以下のように

まとめるこどができる。

付） 「分配用利潤j概念の廃止， 「パランスシ

ート利潤jへの一本化，

（ロ） 新種諸税の導入（経費項目として消費税，パラ

ンスシート利潤への課税として賃金税，利害フォ

ンドへの課税として資産税，蓄積税，給与税〉，

川減価償却積立金国庫納付の廃止（全額，企業

内部留保化〉，

（ヰ義務的予備フォンドと分離予備フォンドの

統合，偲意的利潤留保への一本化，

制企業発展フォンドと利潤分配フォンドの匹

分廃止，統一的利害フォンドへの一本化，

41 
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第2闘 1980～82年聞の企業内所得分配システムにおける企業財務の流れ

｜総生産額｜

一生産的消費

-40%, l羽廠へ
ー減制Ii償却－ 1.60%，企業発展ブ才ンドヘ繰入れ

-tt余コスト

-n‘会保険納付金〔貨品交コスト X24%(1980一例年）、 27%(1982年）〕
一利 税一γ一一生藤／商業／税

! 生践者援額取引税
i 輸入取引税
一消費者取引税
ヤ国有地使用料

十純？主的補助余ーl一生産者価格補助
｜ 消費者価格補助
l一輸入価格補助
余康宥援額取引税還付余（輸出f企業のみ〕

｜パランスシート利潤！

一個別的性絡の国庫納付金

十個別的性格の補助金（例， 'E産近代化補助）

一企業価格設予備フォンドへの繰入れ

十企業価格楚予備フォンドの当期使用分

｜一分岡市川｜

一市・村税（分配用利潤×10%)

一一般利潤税〔（分配用利潤一市・村税一投資用国家貸付金の当期返済分ーその他特例的控除）X45%〕

一義務的予備ブオンドへの繰入れ〔f分間日用利潤一市・村税一一般利潤税）Xl5%〕

十義務的予備フォンドの当期使用分

一企業管理者市むけプレミアム・報償金

十特例的国家補助

｜ ｜ ｜分離予備フォンドへの繰入れーi－将衰の企業発展フォンドへ
利害才オンド｜ I I －将菜の利潤分配フォンドへ

！ 他企業への融資

一企業発展フォンドへの繰入れ｜ 固定・流動フォンドの更新・補充と拡大
ト“他企業の既存悶定設備の購入
I＿他企業，他機関，地方評議会への融資

…利潤分両日フォンドへの繰入れ－1一一般勤労Mむけ物質的刺激財源
｜ ！ー賃金発展納付金（基準以上の賃上げに対し課税〉

一迫力日利潤税（平ljj問分両日フォンドの形成に対し課税〕

（出所〕 36/1979. (XI. 1) MT. rendelet〔1979年第36号（11月1日付〉閣僚評議会命令〕。

（注） ー・財源、からの控除。十：財源への追加。

4.z 
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ハ Yガリー経済改l干のm:11焚附

繁3関 1983～81午問のi絞殺r''l所得分配シスヲムにおけら：余君主財flの流れ

l総生政額 l

一生産的消費

一減自！日償却1-,-40%,r司！おへ
60%，企業発／N7オン Fへ繰入れ

コスト

一社会保険納付金〔賃余コスト×：l0%〔198:l年）， 10%〔1981｛ド）〕

一相税一一生夜／商業／税
I 生康者羨額取引税l輸入取引税
一消費宥耳元引税
一同有地使用料

十経常的繍助10;- 1::.主政者価格補助
｜ 消授？？価格補助
卜輸入価格補助
佐藤if発額I次づ｜税滋付余（輸出iiで苦笑のみ）

一企業価格笈予｛1/ilフォンドへの繰入れ

＋企業側栴設予備ブオンドのぞ1期使用分

一福祉・文化ブオンドへの繰入れ

｜バランスシート利潤 l

一例別的性格の間康納付金

十例別的性格の補助余（例，生産近代化補助〕

1五血用利潤 1
一市・村税（分配用利潤×15%)

一般利潤税〔（分配用利潤一市・村税一投資用国家貸付金の当期返済分ーその他特例的控除〉×45%〕

義務的予備フォンドへの繰入れ〔（分配用利潤－f¥i・村税一一般利潤税）X20%〕〔上限（純資産＋年間賃金

j己払い総額）x6 %〕

十一義務的予備フォンドの当期使用分一河期返済分

十分離予備フォンドの当期使用分

－＇.余業管理者むけプレミアム・報償金

一最小限粗利潤分配フォンドへの繰入れ〔（均年度人員数x前年度賃金水準〕X2%〕

l利害フォンド i「分離予備フォンドへの繰入れ一戸答案繍請豪華；；t:下二
｜ ｜一他企業への融資

（可処分フォンド〉｜
ト企業発展フォンドへの繰入れ一一閥定．流動ヲオンドの更新・補充と拡大
｜ J一他金、の既存闘定設備の購入
｜ 一他企業，他機関，地方評議会への融資

！－粗利潤分配フォンドへの繰入れ十制時1］潤税
｜ I哨利潤分配フォンド

ー住宅建設フォンドへの繰入れ

（出所） 61/1982 (XI. 30) MT. rcndclct〔1982年第61号（11月初日付〉閣僚評議会命令〕。，

（注〕 ー 財源からの抱除。＋：財源への追加。
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第4関 1985年からの企業内所得分配システムにおける企業財務の流れ

一生践的消費

一減価償却（利害フォンドへの繰入れ〉

一賃金コスト

一社会保険納付金〈賃金コスト×40o/o〕

一税税一｜一生産／商業／税
ト生産者援額取引税
卜輸入取引税
I－消費者取引税
卜消費税（fogya紡tasiad6) 
｜一周有地使用料
I＿中央諸フォンドへの納付金

十経常的補助金一l一生渡者補助（dotaci6)
｜一生産者価格補助
ト消費者価格補助
｜一輸入価格補助
ト生産者楚類取引税還付金（輸出企業のみ〕
I＿中央諸フォンドからの補助

一福祉・文化フォンドへの繰入れ

一住宅建設フォンド

I~竺垂直（
一利潤留保（nyer田句tartal品k)

＋利潤留保当期使用分（欠損処理，利i筒・利害フォンド不足分の補填〕
一市・村税〔（パランスシート利満一利潤留保十手I］潤留保当期使用分）X 15o/o〕

一利潤税〔（バランスシートホj溺一利潤留保＋手I］潤留保当期使用分一国家信用当期返済分一国家出資金への配当

十保険金・損害補償金収入）×35%一各種租税減免〕

一賃金税（berad6）〔（賃金コスト十個人所得的給付〉×10%〕

＋減価償却

＋他企業・組織および中央諸フォンi:から得た出資金

十その他法的に定められた諸資金

十個別的国康補助金

i盃信叩フオンド！一「資産税（叩onad6
一一一一一…～一l ト蓄積税（felhalmoz品.Slad品）（事寄綴自的の利客フオンド利用分×最大25%)
（可処分ブオンド〉｜一給与税（keresetiad6) （給与規制にもとづく租税〉

一諸債務・支払い義務の返済および支払い
一借入金の頭金
一投資用支払い
一住宅建設フォンドの追加的形成（48/1982(X. 7) PM・－EVHrendelet) 
一投資用機械・設備稔入に伴うフォリント支出
一他企業・機関への利害フォンドの一時的および永久的譲渡
一債券購入
一勤労者用物質的刺激（16/1984(XI. 5) ABMH rendelet) 

一研究開発従事者用物質的刺激
一福祉・文化フォンドの追加的形成
ーその他法的に定められた諸問的への支出
一上級管理者用プレミアム・報償支出

（出所〕 40/1984 (XI. 5) MT. rendelet〔1悌4年第40号（11月5日付〉閣僚評議会命令〕。

（主主〉 ー：財源からの控除。＋：財源への追加。
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付利潤税算定基礎からの市・村税分控除の廃

11:. （これは利潤課税負担の実質的引上げを意味す

るが，代わって利潤税率がIOぷ引下げられた〉，

（ゆ住宅建設フォンドの経費項目への繰り入

れ，

例研究開発従事者用の特別な物質的刺激財源

の新設，

以上である。

これらの変更を貫く思想は次のとおりである。

川企業の租税公課高率負担の維持。誠価償却

積立金国庫納付廃止，手IJ潤税率引下げ（租税算定基

礎の拡大を考慮しでも実質3～H＇，；：の税率低下），義務

的予備フォンド（事実上の凍結資金〉の廃止など企

業の分配可能所得を拡大させるファクターと新設

諸税による租税負担の上昇がほぼバランスし，企

業の租税公課負担は現状維持もしくは若干低下し

たと試算されている。しかし1984年までに形成さ

れた高率負担は固定化されたことになる。

（ロ）経営資源の節約と企業間移動の促進。今回

新設された賃金税，資産税，蓄積税は，労働力，

資産，投資・在庫の抑制，つまり経営資源の節約

・放出促進を目的としている。一方資産税は，他

企業・組織への投融資に向けられた資金を課税対

象からはずすことによって資本の企業間移動を促

進している。

賃金税，資産税に類似したものとして1979年ま

で賃金使用税（1959年導入，賃金支払額の一定比率で

算出〕，資本使用税 (1964年導入，企業使用下の物的

資産のSf；相当額〉が存在したことは周知のことだ

が世間， 79年以前のものと 85年のものはかなり

性格が異なる。すなわち資源節約の促進という点

において両者は共通するが，賃金使用税，資本使

用税が経費項目に含まれていたのに対し， 1985年

の賃金税，資産税は利潤配分項目に含まれており，

ハンガリー級済改革の第3段階

企業財務上の位置づけの点で大きく異なるのであ

る。なぜなら経費項目の場合，租税支出は企業会

計上利潤を減少させるため，産業部門聞における

資本の有機的構成の差異が利潤量，収益率を大き

く左右し，ひいてはこれが，利潤税の規模，およ

び収益率にリンクした諸フォンドの規模にまで渡

及するからである。つまり1979年以前の方式は，

利潤のもつ収益性・効率表示機能を著しく歪めて

いたのであり，利潤原理を基礎とする経済規制シ

ステム全体の有効性を低下させていた。したが

って賃金使用税，資本使用税を廃止した1980年改

正は，利潤の効率表示機能を回復する点では間違

いなく正しかったが，経営資源の節約促進の点で

はむしろマイナスだったようだ。今回の賃金税と

資藤税の導入は，以上の経験をふまえたものと考

えてよい。

判企業分配可能所得に対する行政的規制の廃

止。これは，企業発展フォンドと利潤分配フォン

ドの分離廃止，減価償却積立金の国庫納入廃止に

表現されてし、る。これらによって，企業は，自己

の分配可能所得を，使途の制約なしに自由に運用

できるようになった。むろん従来の企業発展フォ

ンド・利潤分配フォンド区分は，企業の分配可能

所得が過度に個人的所得給付に固されることを阻

比する役割を担っていたのであり，その必要性は

今後とも変わらない。そこで， 1985年の改正は，

給与税（新設〕によってこれを果たそうとしてし、

る。ただし後に見るように，給与税は，従来の追

加利潤税（利潤分配フォンドに対する課税〉や賃金発

展納付金（免税賃上げ率を超える賃上げ分に対する課

税）にくらべ税率の累進度が著しく弱められ，高

収益企業の勤労者にとってきわめて有利になって

いる。したがって企業の分配可能所得利用の自由

化は，低収益企業に対する高収益企業の優位性を
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第5表 1980年以降の例入所得規制方式一覧

当該勤労者の年間給与総額l i当該給与l
(1.000フォリ γト〉 税率（郎分の%）

～ 24 
24～ 36 
:l6～ 48 
18吋 60
60～ 72 
72～84 
84～ 96 
96～120 
120～144 
144～ 

5 フ走りント
10十 1,200
15十 2,400
20+ 4,200 
25+ 6.600 
30+ 9,600 
35十13,200
40+17,400 
45+ 27 .000 
50+37,800 

(2）給与増加規制の場合

・常勤的勤労者の当年度1人当り平
均給与額の対前年増加率にもとづ
き累進的な給与税を賦課
・給与税率：給与引上げ率に応じ，
給与引上げ額の1.5倍（引上げ率1
%未満部分〕から4.5倍〔9%を超
える引上げ本部分）

(3）中央給与規制の場介
・基本的算定形式は，（2）に準ずる。
ただし前年度1人当り平均給与額
（ベース〉を5.5%引上げることが
許される

（出所〕 (I）：平泉公雄「ハンガリー経済改革の新段階」（『アジア経済』第21巻第7号 1980年7月）; 12/1979. 

(XI. 1) MuM szam白 rendelet“A vallalati 1諮問zabalyozasrendszerer6l＇’〔1979年第12号（11月1

日付〕労働大臣命令「企業賃金規制システムについて」〕， 17/1979.(XI. 1) PM. szam也 rendele1 

“A nyeresegad6zasr6l, a vallalatiるrdekeltsegialapok kepzeser61 es felhasznalasar61＂〔 1979年

第17号（11月1日付）大蔵大臣命令「利潤課税，企業利害諸フォンドの形成と利用について」〕。

(II）・ 4/1982.(XI. 30) ,~BMH. szamu rendelkezes“A vallalati berszabalyozas rendszerer凸l”〔1982

年第4号〔11月30「l付）間家賃＆・労働庁長官措置「企業賃金規制システムにっし、てj〕， 68/1982.

(XI. 30) PM. szamu rendelet“A nyeresegad6zasr61, a vallalati erdekeltsegi alapok k句zeserol

es felhasznalas紅白1”〔1982年第68号（11月30H付）大蔵大臣命令「利潤課税，企業利害諸フォンド
の形成と利用についてJ〕。
（班） : 15/1984. (XI. 5) ABMH. sd1m白 re町lelkezes “／＼ vallalati keresetszaba1yozお rend問erer6］，、

(1984年第15号〔11月5日付〕国家賃金・労働庁長官措置「企業給与規制システムにつャて」〕。
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一題明確化することになるだろう。事実，今回の

改正は，企業聞における選別・淘汰の強化をその

ひとつの狙いとしているのである。

(2) 平均賃金規制から個人別給与規制へ

1980年代の諸改正は，勤労者への個人所得的給

付に対する規制分野にも大幅な変更をもたらし

た。企業内所得分配の場合とri:.1様，ここにおいて

も，印刷年以降の規制システムは，（イ）80～82年，

（ロ）83～84年，川85年以降の3期に区分することが

できる。各期の個人所得規制方式は，第5表に示

されるとおりである。

この去によれば， 1980～82年方式から出～84年

)j式への移行によって，

付）費金規制と利潤分配フォンド規制の併用状

態が放棄され，一元的規制がこれにとって代わっ

fこ，

（ロ） 免税賃上げ本の算定方式が対前年度比較主

義から収益性（絶対水準）基準主義に転換された

ほか，免税賃上げ率算定指標が付加価値指標から

利潤指標に変わった，

等の変化が生じた。しかし企業勤労者全体の平

均賃金をベースに賃上げ率を規制する，および人

員削減による賃金余剰分の一部を免税賃上げ率に

k乗せすることを認める，等の点は，ひきつづき

保持された。

個人所得の一元的規制は，システムの簡素化に

止まらず，個人所得支給のづ｜上げに対する課税負

担を低下させる効果をもたらす。なぜなら1983～

例年方式では，免税賃上げ率を上回る賃上げ分と

利潤分配フォンドに対する課税はおのおの一度行

なわれるだけだが， 80～82年方式の場合には，

免税賃上げ率を超える賃上げ分に対し賦課される

賃金発展納付金が利潤分配フォンドによって賄な

われるため，少なくとも賃金発展納付金のための

ハンh’リー経済的革の第 1段階

利潤分配フォンド形成が必要となり，この利潤分

配フォンドの形成に対し，別途に累進的な追加利

潤税が賦課されるからである。つまり1983～84年

方式は，高収益企業にとって有利である。

免税賃上げ率算定における対前年度比較主義か

ら絶対水準としての収益性基準主義への転換，お

よび付加価値指標から利潤指標への変更も高収益

企業にとって有利な変化である。なぜなら，（，（）対

前年度比較主義の下ではいくら収益率が高くとも

免税賃上げ率引上げの余地が短期間に枯渇してし

まう，（ロ）付加価値指標の場合，これの算定基礎に

は賃金自体が含まれるため，当指標の引上げがき

わめて困難だが，利潤指標の場合は，それが容易

だからである。

以上のように，人員削減による免税賃上げ本の

追加引上げ方式の継承も含め， 1983年改正は，多

くの合理的要素を有してu、た。しかしこのときに

は，平均賃金ベースにもとづく規制が維持された

ため，低賃金労働者の過剰抱え込みによる平均賃

上げ率の人為的引下げが依然強力であり，人員削

減推進の政策目的と矛盾していた。この点が克服

されたのは，ょうやく 1985年改正においてである。

1985年改正は，システム自体の名称が「賃金規

制」（berszabaly倒的）から｜給与規制」（keresetsza-

balyozas）に変化したことに示されるように，個人所

得給付の一元的規制化を堅持し，かつ「絶対水準」

基準主義（算定基礎は，利潤ギから各個人の年間給与額

に変わったが）を維持するなど， 83年改正の前進面

を継承しつつ， しかも平均賃金規制方式から個人

別給与規制方式への転換をも実現した。その結果，

1985年以降の主要給与規制形態と期待されている

給与水準規制世13）は，両側の個人所得税方式に著

しく接近することになった。事実1984年4月党中

央委総会見解は，近い将来における個人所得税制
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度の導入を政策目標にかかげている。なお給与増

加規制と中央給与規制は，いまや過渡的に維持さ

れているにすぎない。

(3) 模擬的競争価格から真の競争価格へ

生産者価格形成の分野では， 1980年に導入され

た世界市場価格連動型の競争価格方式が，今日な

お基本的に維持されている。しかし当初の具体的

な価格形成形態だけでは問題の多いことがほどな

く明らかとなった。間関点とは， 1980年方式が，

付）加工工業製品の国内生産者価格の天井を，

先行四半期平均の輸出価格，もしくはそこで実現

される収主義率に立脚する価格のうちの低い方と定

めたため，輸出収益率の低下を恐れる輸出企業

が，輸出全体を抑制しつつ高収益品目の輸出のみ

に走り，結局輸出拡大政策と矛盾するに至ったこ

と，また四半期という価格動向フォロ一期聞が短

かすぎ，輸出企業の行動を短期指向型に傾斜させ

たこと，

（ロ）原材料・エネルギーの園内価格は，非ルー

ブル建て輸入価格に連動させられていたが，これ

ら品目のなかには国際市況商品も多く，それらに

ついては国際的に認知されたより客観的な世界市

場価格を探用した方がよいこと，等であった。

そこで早くも1981年に，加工品の非ルーブノレ建

て輸出総額（フォリント表示〉を一定ノf一セント以

上拡大させた企業については価格上限規制の適用

外とする規則がつけ加えられた位14＼また1984年

には，原材料・エネルギーと加工品に関する価格

規制法規がおのおの独立し位15），前者については，

輸入価格連動型品目と輸出価格連動型品目に加え

新たに主要市場価格連動型品目が設けられた。一

方加工品については，価格動向フォロ一期聞が原

則として 1年間，製造期間の長い品目については

2年聞に延長された。さらに19白年以降は，｛イ）加

48 

工品の価格上限算定基礎から輸出収益率条項を除

外する，（ロ）国内市場の需給関係が安定している品

目に関しては，企業側から合理的な根拠にもとづ

く申請があり，かっその妥当性を価格庁長官が認

めたときは，世界市場価格連動型価格形成方式の

適用を停止し圏内需給関係に任せる，との法的可

能性が創り出された〈注16）。これらの圏内需給規制

型品目は， 「価格クラブ」と総称されている（加わ

が，この新しい方式は，世界市場価格をいわば模

写した従来型「競争価格jを，統一的内外市場で

実際に成立する真の競争価格へ移行させるもので

ある。

だがこの方式が真に定着するには，圏内市場が

買い手市場に移行すること，さらにその前提条件

のひとつとして閣内市場の独自的構造が克服され

ることが不可欠である。しかしこれらの条件は，

形成されつつあるとはいえ，今はまだ未成熟であ

る。経済当局もこれを承知しており，今日の過渡

的状況に対応するものとして， 1985年規制改正で

は，不当経済活動・不当利得価格に対する行政的

監督がむしろ強化されている。 「不当経済活動禁

止法J位18), 「市場監督法」位19）の制定がそれで

ある。もっともこれらや関連するその他一連の誇

法令は，法規にのっとる適正な価格の維持をその

目的としつつも，規制の重点をむしろ適正な市場

競争の促進においており，西側のイメージでは独

占禁止法に近い性格を有している。

消費者価格については， 1979年以降の連年にわ

たる価格引上げの結果，生産者価格との聞にかな

り正常な価格比率関係が形成されたo これは，ピ

ーク時（19回年〉に654億フォリント（国家歳出実績

の12；五〉を占めた消費者価格補助が1985年予算で

はわずか433億フォリント〈歳出予算の7.H＇：：.）に減

少した点に示されている。今後とも乳製品，国家
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住宅家賃補助，その他一部の消費財・サービスに

ついて価格補助が継続されることは予定されてい

るが，これの大幅な拡大はもう見られないであろ

フ。

合理的消費者価格体系形成の一環として，今回，

消費者取引税体系の合理化，一部賛沢品・噌好品

（乗用車，ガソリン類，アルコール，酒類，煙草，化粧

品，貴金属類）への消費税導入が実施された。その

結果取引税率は，対象品目の性格に応じ 0~'°,,-;, 11 

~;-;, 22~＇.江， 30~t－；の 4 種に統合されることになっ

た。たとえば一般工業製品はlli:＇＼，大人用衣類が

22（：＇ふ化粧品，乗用車関連品目は 30f;i:となった。

しかし上記の取引税率のみでは不イ－分な品目があ

るため，それらについては，取引税とは別個に，消

費税を設けることにしたのである。したがって消

費税の算定方式は，取引税のそれに準じている。

(4) 投資規制システムの整備

社会主義計画経済の成立（1950年）以降，ハンガ

リー経済がたえず投資過熱状態に支配され，それ

が内外経済不均衡の主たる原因となってきたこと

は周知のとおりである砧20〕。経済改革（1968年〉以

降も，種々の投資規制方法が試みられたにもかか

わらず，この点に変化はなかった。むろん1980年

代に入って以降，すでに言及したように投資活動

は沈静しているが，これは企業租税公課負担の大

幅引上げによる全般的資金吸い上げと各種の行政

的措置による投資抑制の結果であり，企業自身の

判断にもとづく投資抑制ではなかった。そのため

投資総量の圧縮には成功したが，他方で投資を真

に必要とする分野の投資まで停止されるという事

態を生んだ。逆に、投資抑制のたずなをゆるめれ

ばただちに投資過熱が再現する危険性が今なお存

在する。

投資過熱の根本原因に関する包括‘的分析は重要

ハンガリー経済改革の第 3段階

な研究課題であるが，それは本稿の枠を越える

（也1)。したがってここではさしあたり，今回の規

制システム改正に関連する点のみを取り上げる。

投資需要にかかわる従来の主要問題点としては

少なくとも以下の3点があげられる。

付）営利ベースではなく行政的意思決定にもと

づく巨大投資に過度の財政資金，銀行信用が

投入され，経済効率に反する資源配分が行な

われた結果，過剰投資需要が発生したこと。

（ロ） 低収益・欠損企業の淘汰が進まず，ここに

巨大な資源が固定されつづけたため，これら

資源の効率的分野への移動が制約されたう

えp これら企業による低効率投資が追加的投

資需要として発生したこと。

付既存生産能力の利用効率が全般的に低いた

め，各企業とも生産能力の過大形成に努め，

それが過剰投資需要としてあらわれること。

これらの問題は，結局のところ既存物的生産能

力，新規投資財源の企業間・部門間移動システム

が不備である点に集約されるだろう。

以上の諸問題に対し今回の投資規制方式改正

は，以下のように応えた。

付） 投資区分の変更。 1968年以降84年まで投資

区分は国家投資と企業投資で構成されていたが，

85年以降は中央投資，地方評議会投資，企業投資，

私的投資の4区分で構成されるようになる。この

区分変更は一見たんなる名称変更に見えるがそう

ではない。なぜなら従来の国家投資には，各種の

インフラストラクチュア・非生産的投資のほか，

政府の指定をうけた事実上の企業投資が多数含ま

れてし、たからである。こうした「企業投資」は例

外なく巨大投資であって，国家投資の指定を受け

た結果，有利な条件で優先的に財政資金，信用を

享受できた。ところが今回の中央投資には，上記

49 
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のような「企業投資Jは，鉱業と議源開発投資の

みに限られるこどになった。したがって今後企業

投資は，企業内身の財源調達に委ねられることに

なる。これは低収品在日大投資を大幅に縮小させる

ことよごろう。

（ロ）資藤税，帯積税の導入。すでに見たように

資産税は過大な既存生産設備ストックに負担をお

わせ，非効率な設備・在庫の放出を強制するfごろ

う。また資産税は，貨幣的ストックにも賦課され

るが，これを他企業に投融資するならば課税を免

除されるから，余剰財源の他企業への譲渡を促進‘

するであろう。一方蓄積税は，投資そのネのに負

拘をかけ，高収主主見込みのない投資を問えさせる

であろう。 なお帯梢税率は 25~1;;: 以内（蓄積額ベー

ス）で自由に変動させることができるからぐたどえ

ば1985年には18/tj:)，国民経済的投資総最の調節にも

適合するの

州企業補助金の全般的圧縮。これによって欠

損企業の存続が岡難となり，その生産設備は，

却を通じ効率的企業に譲渡されるのその結果，効

率的企業の投資需要の一部がこれによって充足さ

れる。

（斗既述金融改革にもとづく信用供与の常利主

義化。これにより，新規信用財源は，今後高収益

企業にのみ供与されるようになる。

以上の諸措置によって，実際に柔軟で実効力あ

る投資規制に成功するか否かは，今後数年聞の推

移lr見なければ判定できない。すでに示唆したよ

うに， 1985年以降の経済運営路練は引締め政策の

綾和に向かおうとしているから， J＿：記諸措置の効

果も早晩明らかとなろう。

（法1) 1981. evi 22 tvr.“Az allami vallalatokr61 
sz616 1977.品目 VI.t凸rvenym6dositasar61” 〔1984年

第22号法律に準ずる命令「国営企業に関する1977年第

ラ0

6 i;-wwo）改lf‘〕， 19841ドlOJJ31 ~I 公，（Ji, 1985年 l)J

l ll助Hi"o

（出2) MT-SχOT ir{myelv“Az也ivallalatvcze同

(esi formak lctrchoι＇is{1val osszef日日目。 fcladatokr61” 
〔｜事J1｛＇.＇払議会・’ Jf働組ft全同Jf.談会決［，i］指針「新しい企

業管球形態の例Hiに関述する言者任務j〕。

(lt:3) もっとも， 1956午i：は i'.l:t'l午現が議諭され

たばかりか，告IJI変化♂えされていみ。 A NET 1956. 

cvi 25.四品mutvr.“A munkastanacsokr6l”〔人民共和

｜同幹郎訓i議会の1956｛ド第25り法｛；-jJ:にi¥llずる命令［労働

お1『十議会についてJ〕がそれである。しかし’Ji働者説『議

5'clJ, ／ズ中命のf同点であふ止し亡 111イ＆に｝f,語1L,~ it，ぞ

の後これ合↑i’1AFに lfご形の「T.Jjl;.!;ぷ議会J(az iizemi 

tanacs）が1957～661ド（例年に－／［改正）のr:u{r 統［
ていた。だがこれも1968年改革の際に，労働組ft{i;付

休止 T る労働者統制般の工場民主抗議に，，~》てか j 川p

illこ。 1968iJc1-.lii: r-0）準備i泊料でIi，ヘ今デュ M シー【

;' y ドラーシコを指導者とする作業グループが労働者

統制加のif'業内労働荷駄柊黍民会街振察したとされる

〔ヘゲデコー γ ュ・アンドう一、／ュ札平以公雄訳『社

会主義と’1'.f1t千制』 大月ミヰ／，！； 19801ドを創出入 Lか1〆

F の事長は係附されず，＇m深にIJ, 卜司，U委員会Id＇！‘』；1えき
にし／こす：業監脅委討会が… a羽l,J）門大ii三業トラストにi県

人された。ヘゲデニL ーシコによれば，彼らの労働すtlii:,

怪－t5員会構必lfこ対しては，労働組合が，強）Jに）メ対 I,.

たとされる。なぜなん，労働組合合支配寸る憎が労働

者唱：d寺委H2':をドi己のうイベノレと考えたからという o

bはみに196611'-5 Jl採択の「経済メカーニズム改『，j'i＿に

むけての党中央委iH古の指針jは，組織機械の変更を

伴う改革折肢を窓織的に避けていや。

Cll 1) ハンカリ F 国立銀行総裁は， 1956年 4JJま

では大蔵大山の艇事長にもとづき閣僚訴議会が，それ以

降昨年12月までは閑僚評議会の提案にもとづき人民共

和国幹部評議会が，その後lよ閣僚評議会が，各々これ

そ任命した。 －Jjハ γガリー凶＿｛l銀行に対する紙'p;阪
管機は， 1967年12JJまでは大蔵大凶に，それ以降は閣

僚評議会に胤している。

〔It5 ) A MNET 1984.品vi26. szamu tvr.“A 
MNB句r61sz616 1967.邑vi36. szamu tvr. m6dosita-

sa.r凸！”〔ハンガリ一人民共和凶幹部部級会の 1984'q＇－第

26号法11すに準ずる命令「ハ γガリ』じ司）＇l銀行に関寸る

1967fド第：16号法律に準ずる命令の改正J〕。

（注6) A MNET 1984. evi 25. szam也tvr."Az 
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allami p己nziigyekr凸lsz6l6 1979.位、，j 11. torv白y

m6dositasar6］”〔ノ、ンガリ一人民共和閥幹部評議会の

1984年第25-fJに準ずる命令「国家財務に関する1979年

初 2号法省ιの改正」〕。

Ol:7) 前掲 A MNET 1984.品川 26.szam白tvr.

“A MNB-r6l・・・…”〔ハンカ！トー人民共和国幹部詳議会

の1984年第26号法律に却ーする命令「ノ、 γ ガリ一国立銀

'fJ Iご関する1967年第361,J法fjl.に司1，ずる命令の改正JJo
（注8) 前掲A MNET 1984. evi 25. szam也tvr.

“Az allami・・・・・・”〔ハ／カリ一人民共和1脳幹部討議会の

1984年第25＂］に準ずる命令「凶家財務に関する 1979年

第 2号法律の改正」］。

en 9〕 37/1967.（又 12)korm. szamu rendelet 
“A penzforgalomr61 es a bankhitelr6l”〔1967年10月

1211付第37サ政府命令「資:it/I打球およぴ銀行信用につ

L、てJ〕。

〔IUO) 1979. evi 11. torveny“Az allami pen-

ziigyekr凸l”〔国家財務に関する1979年第2号法律〕。

（注11〕 金融改革の意図と民望については，アスタ

ロシュ；ポクロシュ，ンュラーニ者，ぷ｜え呆公雄沢「改

／（，：と金融組織制度」 （阿村可明帝国「資料集 ハンカリ

ー経済改『下の新段階と所有論ノf’J1985年 未公刊）を
今.；JI;日せよ。

(iU2) 半以「ハンノJリー桜/fri.;kIf 0' ＞ 新段階」参IR~o

(/113) 判定r11Jf nuJ l：よ jL fJ，今後数年｜日］における

お7ら槻／j,lj言者形態の適用情成I.J.，給1c;-.it, ii" m ;t11 が 40~＇.；；，

給与増加規制が20』＇.；，：，中央給与規制が 40広とされてい

る（KarcagiLaszl6，“V allalati kereserszabalyozas” 

〔企業給与規制〕， Nepszabadsdg,1984年11汁6iJ）。

（民14〕 13/1981.(IV. 18) AH. szamu rendelkezes 

“A kiilkereskedelmi arakhoz igazod6 arkepzesr61 

sz616 6/1979. (XI. 1) A.II. szamu rendell叩zesm6do-

sita始r61”〔1981年第13り（ 4月1811H〕価術庁長官措

i行「外国貿易価格にもとつく価格形成に関する1979可

可I6号（llJl1 II H〕価栴庁長官措置の改正」〕。

（注15) 11/1983. (XII. 10）八日．ぉzam也re町lelkezes

“Az energiahordoz6k, ipari alapanyagok, felkeszter-

mekek kiilkereskedelmi arakhoz igazo【16arkepze-

ほめl”〔1983<f.耳111'>'}(12JJ 10 II H）仰稿Ii長'I':HI iri 

「エネノレキ ，工業原料，半製品の外関貿1り川面的にも

とづく価俗形成について」］。

12/19S:l. (XII. 10) AH. szam6. rcndelkezes “A 

kiill三ereskedelmi arakhoz igazod6 fcldolgoz6ipari 

ハンガリー経済改革の第 3段階

arkepzesr61”〔1983年第12号（12月10日付〉価格庁長官

措置「外国貿易価格にもとづく加工エ業の価格形成に

ついて」〕。

（汁：16) 16/1984. (XI. 5）八II.sz£im6. rendelkezes 

“A kiilkereskedelmi arakhoz igazod6 feldolgoz6ipari 

arkepzおr凸l sz616 12/1983. (XU. 10) AH. szamu 

rendell刊 zesm6dositas紅白l”[1984 fドザ¥16,}(11月5

IJ付〕価格庁長守措置「外国貿劫価格にもとつく加工

工業の価格形成に関する1983年第12号（12月10日付〕

価格庁長官箔置の改正J〕。

（出17) 加工品のうち「価格クラブ」に所属する品fl

のシェア（生産額ベース〉は， 1984年現宅F一15広であつた

が， 1985{fには40~＇.エに高まると i誠官Y :'5れている（Kozma

Judit，“λrrendszer，品rszabalyoz品S”〔柑li1名システム，

{dfi 十持 m_~； I

( /l18) 1984.品viIV. tv. “八 ti招 te尽S位日tcle日 gaz-

dasagi tevekenyseg tilalmar6l”［1984ifゐ（flt¥号法律

「不当経済活動の禁止について」〕。

（注19〕 37/1984(XI. 5) MT. szamu rendelet“A 
piacfeliigyeletr61”〔1984年第37号（11月5日付〕閣僚

泌議会命令「rli場監督についてJ〕。

（注20) 平成公雄『社会主義的工業化と資本蓄積構

治』「シア経済研究所 1979年 初 1章売な附せよ。

( ll:21) この問題の検討にあたっては，少なくとも

以ドの‘つのそノグラブが分析の出発点と i~ れなけれ

ばなら公いだろう。

Kornai Janos, A hidny〔不足］，アタベシュ卜，

Koz耳azdasagies Jogi Konyvkiad6, 1980年，全日8ベ

ージ； Bauer Tamas, Tervgazdasdg, beruhdzds, 

ciklusok〔計画経済，投資，循環〕， ブダベシュト，

Kozgazdasagi es Jogi Konyvkiad6, 1981年，全622べ

ージ， J]lj冊補注182ベーシ。

おわりに

ー刊第3段階の意義と限界一一

改革第3段階の特徴は，第 1～第2段階以来継

承・発展してきた諸側面も含め，（1）行政的規制の後

退，商品・貨幣諸関係の拡大・深化，（2）混合経済・

多ャケター化の展開，（3）企業所有（正確には占有〕

の形成，つまり企業自立性の拡大，（4）集団指導型

ラI
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経営管理の支配，（5）労働者自主管理の設場，に集

約することができょう。これらの諸特性が，某本

的に（1）から（5）に向かつて規定・支配する檎出を有

すること，つまり前者の形成が後者の成立条件を

倉I］り出すものであることは，とくに説明するまで

もない。

今日の地点トこ立って第1～第3段階全体を概観

するな人ば，次のように集約できる。第1段階は

(1）～（3）において顕著な前進を勝ちとり，（4）におし、

てもその萌芽（たとえば，各穏の企業問共同出資企業

や協業車脱裁におけるボード制の成：，'J.）を生み出した。

ついで第2段階は，第1段階以来の流れ合継承し

つつ，（4）の分野におし、て大幅な前進，すなわち，

日大企業・トラストにおける経営評議会制の普及

を実現した。そして第3段階は，企業評議会制と

企業勤労者総会制を通じ（4）と（5）を擁立させた。し

たがって第3段階特有の段階規定は，悶営企業へ

の労働者向主管理の登場に求められるだろう。

(1)-(5）で特徴-5』7られる第3段階の意義は何

か。築者は，それを，資本主義とも共通する効率

性原理ど社会主義理念が命ずる人間性原理が，少

なくとも制度J二同時におしi生められた，とし、う点

に見るの

だがこの制度上の前進は，その内実ある実現の

ための前提条件をいまだ欠落させたままであるよ

うに思われる。第1に，効率性原理の実現は，少

なくとも今日の歴史的前提の下では，真の市場競

争の創出なしには不可能であろうが，市場競争関

係の創出に不可欠な競争的市場構造が今なお未成

熟である。なぜならハンガリーの今Hの市場は，

かつて指令制時代に行政的に形成された独占的市

場構造に依然支配されているからである。この独

占的市場構造の克服は，＠大幅な輸入競争，もし

くは（および〉，＠国内臣大企業聞の競争関係創

う2

出，つまり巨大企業同士の相手分野への乗り入れ，

なしには不可能であろうが，＠は外貨不足の現段

階では無理であろうし，のは予想、される巨大企業

の激しい低抗からして当百五その劇的な展開は不可

能であろう。

第Ziこ，人間性原瑚の具体化たる労働者自

現も，その理念どおりの実現には現実的基殺を欠

いているように思われる。なぜなら，第 1～第Z段

階に過求された労働組合主導型の労働者統制（工

場民主主義）すらその実効ある実現に成功しなかっ

たのに，それ以kの要件を伴う自主管理が実現さ

れうるどは考えられないからである。

の失敗は，必ずしも経常層の抵抗だけに原因が

あったとはみなしえないのであり，労働者自身に

その意欲がなく，今なお援用労働者意識に支配さ

れているところにも原因がある。むろん理念、どお

りの内実ある実現に成功しなくとも，今回作られ

た自主管理の枠組みの下で徐々に内実が形成され

てゆく展望がなし、わけではない。したがって，今

日の制度の役割を全面否定する必要はないが，短

期間に労働者ー層における所有者意識の形成を期待

するのは幻想、ではなU、かと筆者は考える。したが

って現段階では，勤労者の利益擁護者，経営に対

する統制機関としての労働組合の役割は，依然重

要である。

〔付記〕 本稿は，昭和田～59年度調査研究課題の成

果の一部である。

（アジア経済研究所調査研究郁〕
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